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NY マーケットレポート（2019 年 7 月 22 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 

 

主要な米経済指標結果 

6 月シカゴ連銀全米活動指数 -0.02（予想 0.10・前回 -0.05⇒-0.03） 

6 月シカゴ連銀全米活動指数は、プラス改善予想に反してマイナスとなり、7 ヵ月連続のマイナスとなった。 

 

データを基に SBILM が作成 
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米主要株価指数は反発  

米株式市場は、7/24 のフェイスブックや 7/25 のアルファベット（グーグル）やアマゾンなど、ハイテク関

連企業の決算発表への上振れ期待が聞かれる中、クドロー米国家経済会議（NEC）委員長が中国の通信大手フ

ァーウェイに対する米国の制裁を巡り、米半導体、ソフトウェア大手の幹部と会談すると報じられたことも

材料視され、ナスダックの上昇が NY 株式市場を牽引した。ダウ平均株価は、序盤に前日比 73 ドル高まで上

昇後、65 ドル安まで下落する場面があったが、その後は底固い動きが続き、17 ドル高と反発したほか、ナス

ダックも、57 ポイント高で昨晩の取引を終了した。 

 

データを基に SBILM が作成 
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ドルは主要通貨に対して底固い動き  

NY 市場では、欧州市場の流れを引き継ぎ、ドル円は NZ ドル/円や豪ドル/円の上昇などクロス円の堅調地合

いに支援され、序盤に 107.99 まで上昇したものの、東京時間での高値（108.07）には達せず。その後、米

10 年債利回りが 2.0482％から 2.0256％まで低下した流れを受けて、ドル/円も伸び悩んだものの、米 10 年

債利回りが引けにかけて上昇したこともあり、ドル/円は 107.77 で下げ止まるなど堅調地合いを継続した。

さらに、7/25 の ECB 理事会や、今晩の英与党保守党の党首選の結果発表を控えてユーロやポンドが対ドルで

下落したこともドルの下支え要因となった。ECB 理事会では、9月理事会での債券買入れ再開への言及が観測

されるほか、フォワードガイダンスの変更の観測を背景に、ユーロはドルや円に対して軟調な動きとなった。

また、ポンドもハモンド英財務相が次期首相にジョンソン前外相が決定するなら辞任すると発言したことが

引き続きポンドの圧迫材料となった。 

 

出所：総合分析チャート 

 

前営業日のロシアルーブル、ブラジルレアル 

◇ロシアルーブル 
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昨晩22日のルーブルは対ドルで63.0425ルーブルと対ドルで下落した一方、対円では1.7101円と変わらず。 

2016 年の米大統領選挙へのロシアによる干渉疑惑に関し、今週中にも当時のモラー特別捜査官が証言を行う

のを前にした警戒感を背景にロシア株式市場 MOEX 指数の 8日続落も影響した。 

 

一方、ドル建のロシアRTS株価指数は9.52Pts安の1341.17Ptsと反落したほか、MOEX指数も2684.25Pts(16.32 

Pts 安）と 8 日続落。2016 年の米大統領選挙へのロシアによる干渉疑惑に関し、今週中にも当時のモラー特

別捜査官が証言を行うのを前にした警戒感が重石になった。 

 

◇ブラジルレアル 

レアルは対ドルで 3.7375 レアル、対円で 28.845 円とレアルは堅調地合いを継続。欧米中銀の緩和政策への

思惑を背景に新興国市場への資金流入観測が支援要因となった。 

 

一方、ボベスパ指数は 497.53Pts 高の 103,949.46Pts と反発した。欧米中銀の緩和政策が支援材料となった

ほか、24 日に発表されるブラジルの景気刺激策への期待も株式市場の堅調につながった。 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


